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１．はじめに 

 我が国経済は、緩やかな回復が続く一方、人手不足が供給制約を生むなど、構造的な経

済成長の制約が意識されているほか、デフレ脱却までは至らない状況が続き、また、社会

保障制度においても様々な問題を抱えている。国外に目を転じても、世界の政治経済情勢

の先行きが不透明なことや、厳しい安全保障環境など、リスク要因も多く存在する。 

こうした中、第 193 回国会では平成 28 年度第３次補正予算及び平成 29 年度予算の審議

が行われた。平成 28 年度第３次補正予算は、災害対応経費や国際分担金等の追加のほか、
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税収の減額見込みに対応した赤字国債の増発を主としており、平成 29 年１月 31 日に成立

した。平成 29 年度予算は、経済再生と財政健全化の両立を実現する予算とされ、一般会計

規模は当初予算では過去最大の 97.5 兆円となり、平成 29 年３月 27 日に成立した。 

 予算審議においては、2020（平 32）年度の基礎的財政収支黒字化目標の在り方、待機児

童解消に向けた取組、今後の日米関係の方向性などに加え、学校法人森友学園への国有地

売却問題、テロ等準備罪新設の是非などについても議論が行われたが、本稿では主に経済・

財政論議を振り返りながら、諸課題について整理する。 

 

２．我が国の経済状況 

（１）緩やかな回復が続く我が国経済 

 我が国経済は、全体として見れば緩やかな回復を続けている。平成 29 年 1-3 月期の実

質ＧＤＰ（２次速報値）は５四半期連続の増加となり、年度ベースでも平成 28 年度は対前

年比 1.2％増と、２年連続のプラス成長となった。この点について、政府は「雇用・所得環

境の改善が続くなかで、緩やかな回復基調が続いている」との認識を示している。寄与度

別に見ても、比較的堅調な外需に加え、民需も緩やかに回復しつつある（図表１）。しかし、

海外経済の不確実性等がリスク要因として意識されており1、今後も成長が続くかどうか、

不透明感が残ると言える。 

 

図表１ 実質ＧＤＰ成長率項目別寄与度（季節調整値、前期比年率） 

 

（出所）内閣府「国民経済計算」より作成 

 

（２）深刻化する人手不足の影響 

 有効求人倍率がバブル期を上回る2など、雇用情勢の改善が続く一方で、問題視されつつ

あるのが人手不足である。その影響は、中小企業において顕著であり、日本銀行「全国企

                                                                                  
1 内閣府「2017 年 1-3 月期四半期別ＧＤＰ速報（１次ＱＥ）公表に際しての石原経済財政政策担当大臣談話」

（平成 29 年５月 18 日） 
2 平成 29 年４月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.48 で、平成２年７月の 1.46 倍を上回り、43 年２か月ぶ

りの高水準となっている。 
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業短期経済観測調査」（2017 年３月調査）によれば、大企業の雇用人員判断ＤＩがマイナ

ス 15 ポイントに対し、中小企業ではマイナス 28 ポイントとなっている（図表２）。中小企

業における人手不足に関して、世耕経済産業大臣は「大企業と中小企業との取引条件をフェ

アにして、賃上げ分を取引価格に反映するように取り組んでいる」と、中小企業の賃上げ

策について述べた3。 

 

図表２ 雇用人員判断ＤＩの推移 

 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より作成 

 

また、職業別の有効求人倍率に大きな差

があり、雇用のミスマッチが生じているこ

とを、政府は課題として挙げている。図表

３は、職業別で有効求人倍率（パートタイ

ムを含む常用）が特に高い職業の一覧であ

るが、建設関係やサービス業関係の業種を

中心に高い傾向にある。安倍総理は対策と

して、「平成 29 年度予算においてはリカレ

ント教育の講座を大幅に増やすとともに、

受講費用に対する給付の引上げを行う」と

説明している4が、こうした施策の効果に

ついて、今後検証が必要となろう。 

 このような状況が続けば、人手不足が大きな供給制約要因になることも懸念される。塩

崎厚生労働大臣も、「求職者から見れば、仕事の選択肢が広がるという意味で望ましいが、

天井にぶつかるという問題がある」との認識を示している5が、より一層の政策的対応の深

化が求められよう。 

                                                                                  
3 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第９号 21 頁（平 29.2.8） 
4 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 12 号（その一）２頁（平 29.2.17） 
5 第 193 回国会衆議院予算委員会第五分科会議録第１号 38 頁（平 29.2.22） 
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図表３ 職業別有効求人倍率（平成28年度）

（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成 

建築躯体工事の職業 7.68
保安の職業 6.27
医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 5.89
建築・土木・測量技術者 4.55
生活衛生サービスの職業 3.69
接客・給仕の職業 3.62
外勤事務の職業 3.60
建設の職業 3.49
家庭生活支援サービスの職業 3.45
運輸・郵便事務の職業 3.19
介護サービスの職業 3.18
土木の職業 3.12
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（３）物価に対する政府及び日銀の認識 

先述のように、日本経済は緩やかに回復している一方で、物価は伸び悩んでいると言え

る。消費者物価指数（除く生鮮）の対前年比は、平成 26 年の上半期を中心に１％を超えて

推移していたが、その後はおおむね０％前後で推移している（図表４）。 

政府は、こうした現状をデフレではないとしつつも、デフレから脱却した状況ではない

としている。この意味について、安倍総理は「再びデフレに戻るおそれがないという意味

において、完全にデフレから脱却したと言い切れる状況にはない」と説明している6。 

 

図表４ 消費者物価指数（除く生鮮、対前年比）の推移 

 

（注）消費税率引上げの直接的な影響を除いた「消費税調整済み指数」を用いている。 

（出所）総務省「消費者物価指数」より作成 

 

 日銀は平成 25 年１月に２％の「物価安定の目標」を示し、同年４月に「量的・質的金融

緩和」の導入を決定した後、政策の枠組みは変更しつつも、これまでの間、金融緩和を継

続してきた。しかし、未だに２％の「物価安定の目標」を達成できていないのが実状であ

る。物価の見通しについて、黒田日銀総裁は「マクロ的な需給バランスが改善するほか、

エネルギー価格も物価の押し上げ寄与に転じ、２％の「物価安定の目標」に向けた日本銀

行の強いコミットメントもあって、中長期的な予想物価上昇率も高まっていくと見ており、

消費者物価上昇率は２％に向けて上昇率を高めていくと予想している」と答弁している。

また、安倍総理は２％の「物価安定目標」に対する日銀の責任について、「責任というのは

説明責任である。政府の立場としては、日銀総裁の２％の「物価安定目標」に対する遅れ

の説明については了としている」と述べている7。 

 しかし、日銀の金融緩和策は副作用も大きく、大規模な国債買入れが行われてきた結果、

国債が金利のベンチマーク機能を失っていることなど、様々な問題点が指摘されている8。

日銀の金融政策に過度に依存せず、政府による成長戦略のより一層の推進なども含めた、

                                                                                  
6 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第１号 28 頁（平 29.1.30） 
7 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第３号９頁（平 29.2.28） 
8 第 193 回国会衆議院予算委員会公聴会議録第１号 21 頁（平 29.2.21） 
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中長期的な取組が重要と言えよう。 

 

３．意見が分かれる財政健全化の議論 

（１）積極財政を後押しする低金利環境 

我が国財政は、国及び地方の長期債務残高が平成 29 年度末において 1,093 兆円（対ＧＤ

Ｐ比 198％）となる見通しであるなど、厳しい状況にある。一方で、日銀の大規模な金融

緩和策の影響もあり、長期金利は極めて低い水準で推移している（図表５）。 

 

図表５ 長期金利（10 年国債新発債流通利回り、月末値）の推移 

 

（出所）日本銀行「金融経済月報」より作成 

 

特に、平成 28 年９月に導入が決定された「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」にお

いて、10 年物国債金利が０％程度で推移するように長期国債の買入れを行うこととされた

点は、財政政策のスタンスにも影響を与えている。例えば、平成 29 年度の国債費の積算金

利は、前年度から 0.5 ポイント低い 1.1％とされた9が、その理由について麻生財務大臣は

「日銀が当面長期金利を０％で推移するように長期国債の買入れを行うこととされている

ので、過去の金利急騰時に 1.1％上昇した分を、バッファーとして設定している」と説明

しており10、日銀の金融政策を織り込んだ財政運営がなされていると言えよう。 

そして、積極財政論に対する関心の高まりも見られる。特にシムズ・米プリンストン大

学教授は、「物価水準の財政理論」11に基づき、減税や歳出拡大をしても、将来の増税や歳

出カットにコミットメントしないことが、デフレ脱却に資すると主張しており、その考え

方が注目された。同教授は、日本に対しては特に、「インフレ目標を達成できるまで、消費

税率引上げを延期すべき」と指摘している12。 

                                                                                  
9 なお、平成 29 年度予算における国債利払費は、当初予算ベースで前年度比 7.5％減の９兆 1,328 億円。 
10 第 193 回国会参議院財政金融委員会会議録第５号５頁（平 29.3.22） 
11 概して、財政政策によって、物価水準が決定されるとする理論をいう。 
12 Christopher A. Sims.(2016)“Fiscal policy, monetary policy and central bank independence” 

<https://www.kansascityfed.org/~/media/files/publicat/sympos/2016/econsymposium-sims-paper.pdf>

（平 29.6.12 最終アクセス） 
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このいわゆる「シムズ理論」に対し、黒田日銀総裁は「財政政策が主導的に物価水準を

決定するというのは、いろいろな前提を置かないと出てこない話」とし13、「あくまでも学

術的な議論で、実証的な研究が十分に行われているものではない」との認識を示す14ととも

に、「国際的にもまた理論的にも、物価に最も大きな影響を与えるのはやはり金融政策であ

ろう」と述べ15、否定的な見方を示している。 

 

（２）2020 年度の基礎的財政収支黒字化目標への対応 

ア 目標達成に向けた議論 

政府は、2020（平 32）年度における国・地方の基礎的財政収支（以下「ＰＢ」という。）

黒字化の目標を掲げており、中間目標として 2018（平 30）年度のＰＢ赤字を対ＧＤＰ比

１％程度とすることを設定している。しかし、平成 29 年１月 25 日に、「中長期の経済財

政に関する試算」が経済財政諮問会議に提出され、これらの目標の達成が改めて難しい

と示されたことから、達成に向けた考え方が議論となった。 

同試算において、中長期的に経済成長率が実質２％以上、名目３％以上とする経済再

生ケースでは、2020 年度のＰＢの赤字幅が 8.3 兆円程度（対ＧＤＰ比 1.4％程度）とさ

れ、前回試算（平成 28 年７月 26 日）の 5.5 兆円程度（対ＧＤＰ比 1.0％程度）から赤

字幅が拡大した。また、ＰＢの黒字化達成は 2025（平 37）年度と試算され（図表６）、

前回試算から２年遅れる見通しとなった。 

 

図表６ 国・地方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比の推移及び見通し 

 

 （注）2015 年度以前は実績値 

（出所）財務省「日本の財政関係資料」（平成 29 年４月）36 頁、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平

成 29 年１月 25 日経済財政諮問会議提出）より作成 

 

2020 年度のＰＢ黒字化目標の達成見通しについて、麻生財務大臣は「決して達成でき

                                                                                  
13 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 11 号 15 頁（平 29.2.14） 
14 第 193 回国会参議院財政金融委員会会議録第５号 13 頁（平 29.3.22） 
15 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第４号 36 頁（平 29.3.1） 

▲8.0

▲6.0

▲4.0

▲2.0

0.0

2.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

経済再生ケース ベースラインケース

（％）

2020年度 黒字化目標

2018年度 対ＧＤＰ比

▲１％程度の目安

（年度）



立法と調査　2017.7　No.390
66

 

ないと今の段階で思っているわけではない」との認識を示した16。石原経済財政政策担当

大臣も「2020 年度のＰＢ黒字化を目指すという方針は変更していない」と述べ17、2018

年度の中間目標の達成も困難とみられる中、「この目標をやめると言えば、財政再建は絶

対にできない」と答弁した18。 

  ＰＢ目標の達成に向けて、安倍総理は「つじつま合わせのためにＰＢを一時的に改善

させるようなことではない」との考え方を示している19。また、麻生財務大臣は「2018 年

時点で目標達成に向けた歳出改革の進捗状況を途中で評価し、必要な場合は更なる歳出

歳入の追加措置を検討する」と述べている20が、目標達成が厳しいとみられる中、どのよ

うな措置が今後検討されるか注目される。 

イ ＰＢ黒字化達成後の課題 

  2020 年度のＰＢ黒字化目標を達成できたとしても、必ずしも財政の維持可能性が担保

されるとは限らない。ＰＢが均衡している状態では、債務残高対ＧＤＰ比の分子である

債務残高は、利払費（債務残高×金利）分だけ増加するため、金利の水準に比例して増

大し、分母であるＧＤＰは名目経済成長率に比例して増減する。したがって、ＰＢが均

衡している状態においては、金利と成長率が等しければ債務残高対ＧＤＰ比は一定に保

たれるが、名目金利が名目経済成長率を上回った場合、ＰＢが均衡しても債務残高対Ｇ

ＤＰ比は上昇が続く21。 

  この点に関して、経済再生ケースにおいては 2023（平 35）年度以降、ベースライン

ケースでは 2021（平 33）年度以降に名目長期金利が名目経済成長率を上回り、ＰＢが均

衡しても必ずしも債務残高対ＧＤＰ比を圧縮できない可能性が懸念されたが、麻生財務

大臣は、「ＰＢ黒字化目標を達成したら、次の目標をその段階で設定し、引き続き財政が

健全化するまでやっていくべき」旨を述べている22。 

ウ ＰＢ目標弾力化の議論 

  政府が現在掲げているＰＢ黒字化目標の妥当性についての議論も展開された。諸外国

においては、財政健全化目標として、実際の財政収支から景気によって変動する要因や

一時的な要因を除いた、「構造的財政収支」を採用している国が多い。その上で、ＰＢ、

財政収支及び構造的財政収支の関係について質疑があったところ、政府は「構造的財政

収支は元の財政収支よりは緩い基準と思うが、尺度としては日本のＰＢの方が緩い」と

の認識を示した23。 

  また、現在のＰＢ目標の是非について、安倍総理は「ＧＤＰが増えていけば、経済の

規模に対する累積債務は小さくなる」との考え方を示した上で、「ＰＢの黒字化は財政健

全化の通過点としては絶対的に必要と思っているが、その中で経済成長させていきたい」

                                                                                  
16 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第１号 24 頁（平 29.1.30） 
17 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第４号 44 頁（平 29.2.1） 
18 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第４号 45 頁（平 29.2.1） 
19 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第４号 44 頁（平 29.2.1） 
20 第 193 回国会参議院財政金融委員会会議録第５号３頁（平 29.3.22） 
21 財務省「日本の財政関係資料」（平成 29 年４月）43 頁 
22 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第 10 号 25 頁（平 29.3.10） 
23 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第４号 21 頁（平 29.3.1） 
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と、ＰＢ目標の重要性を強調しつつも、経済成長を目指していく考えを示した24。 

エ 両論併記となった財政健全化目標 

  平成 29 年６月９日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2017」（以下

「骨太方針 2017」という。）では、財政健全化目標について、「ＰＢを 2020 年度までに

黒字化し、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す」とされた。従来の目

標では、ＰＢを 2020 年度までに黒字化し、その後、債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下

げを目指すとされていたところ、骨太方針 2017 においては、ＰＢ黒字化と債務残高対Ｇ

ＤＰ比の安定的な引下げを、同時並行で進めていくこととされた。 

  債務残高対ＧＤＰ比は、債務残高が増加しても、それ以上にＧＤＰが増加すれば値が

改善する。そのため歳出拡大のインセンティブが働きやすく、当該指標を重視すること

に対して財政規律の観点から懸念する向きも見られる。石原経済財政政策担当大臣は、

「2020 年度のＰＢ黒字化目標の位置付けは何ら変わっていない」と述べている25が、債

務残高対ＧＤＰ比を重視する方向になったことは、ＰＢを基準とする財政健全化目標が

揺らぎ始めたとみることもできる。目標の「揺らぎ」が財政健全化の道筋にどのように

影響するかが注目される。 

 

４．社会保障制度をめぐる課題 

（１）待機児童の解消に向けた取組 

ア 先送りされた平成 29 年度末の待機児童解消目標 

待機児童の解消に向けては、平成 25 年４月に「待機児童解消加速化プラン」が策定さ

れ、平成 29 年度末までの５年間で新たに 50 万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童

の解消を図ることとされていた26。その結果、保育所等定員数は増加を続けてきたもの

の、保育所等待機児童数は平成 27 年以降再び増加に転じている状況にあり、平成 28 年

４月１日時点では２万 3,553 人とされている（図表７）。政府は平成 29 年度末までに待

機児童を解消する目標を掲げていたが、その進捗状況や達成の見通しが議論の焦点と

なった。 

平成 29 年度中に 50 万人分の保育の受け皿を整備する目標について、塩崎厚生労働大

臣は「平成 25 年度から 29 年度の５年間で、内閣府所管の企業主導型保育事業と合わせ

て 53 万人分の保育の受け皿の拡大が見込まれる」と述べ、目標達成は可能との認識を示

した27。しかし、平成 29 年度末としている待機児童の解消に係る目標の達成見込み時期

について、安倍総理は「働く女性が増えた中で、保育所へのニーズも増えている」との

認識を述べるにとどまり、達成時期の明言はなかった28。 

                                                                                  
24 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第４号 25 頁（平 29.3.1） 
25 石原内閣府特命担当大臣記者会見要旨（平成 29 年６月２日）<http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kai

gi/minutes/2017/0602/interview.html>（平 29.6.12 最終アクセス） 
26 「一億総活躍社会実現に向けて緊急に実施すべき対策」（平成 27 年 11 月）を受け、整備目標が２年間前倒

しされるとともに、目標数が 40 万人分から 50 万人分に上積みされた。 
27 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 12 号（その一）８頁（平 29.2.17） 
28 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 12 号（その一）17 頁（平 29.2.17） 
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図表７ 保育所等定員数と保育所等待機児童数の推移 

 

（注）各年４月１日時点の数値。平成 27 年以降は、幼保連携型認定こども園等の特定教育・保育施設と特

定地域型保育事業（うち２号・３号認定）の数値を含む。 

（出所）厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成 28 年４月１日）」（平成 28 年９月２日）より作成 

 

その後、平成 29 年５月 31 日に安倍総理は、「遅くとも 2020 年度末までの３年間で全

国の待機児童を解消する」と述べ、待機児童の解消に係る目標を３年先送りした。また、

待機児童解消に必要な受け皿約 22 万人分の予算を、2018 年度から 2019 年度末までの２

年間で確保することなどを内容とする、「子育て安心プラン」に取り組む旨を示した29。 

イ 待機児童の定義をめぐる問題 

  先述のように、平成 28 年４月１日時点での保育所等待機児童数は２万 3,553 人とさ

れているが、その定義が実態から乖離しており、潜在的にはより多くの待機児童が存在

するのではないかとの議論もあった。 

例えば、先述の保育所等待機児童数に算入されていない児童として、保護者等が①地

方単独事業を利用している者（１万 6,963 人）、②育児休業中の者（7,229 人）、③特定

の保育園等のみ希望している者（３万 5,985 人）、④求職活動を休止している者（7,177

人）が存在し、その合計は６万 7,354 人とされている30。また、こうした児童の扱い方は

自治体間で異なっており、各自治体が発表する待機児童数の比較が難しいとの指摘が

あった。 

待機児童数の定義について、塩崎厚生労働大臣は「各自治体で扱い方が異なるが、不

合理なばらつきをなくすために議論し、３月末までに結論をまとめる」と述べた31。その

後、「保育所等利用待機児童数調査に関する検討のとりまとめ」が公表され、育児休業中

の者が復職に向けた意思を示していれば、今後は待機児童として算入されるようになる

                                                                                  
29 首相官邸ウェブサイト<http://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/actions/201705/31keidanren.html>（平 29.

6.12 最終アクセス） 
30 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ(平成 28 年４月１日)」（平成 28 年９月２日） 
31 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第 12 号 21 頁（平 29.3.14） 
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など、待機児童数の定義において一定の方針が示された。 

 ウ 保育士確保に係る予算の実効性 

  待機児童の解消に当たっては、保育所の整備だけでは不十分であり、保育士の確保に

向けた取組も不可欠である。平成 29 年度予算で保育士の処遇改善として、２％相当（月

額 6,000 円程度）の処遇改善とともに、一定の経験年数以上の職員には、さらに上乗せ

して処遇改善を行うこととされた。 

独自に保育士の処遇改善策を実施している自治体もあるが、国が処遇改善を進めると、

こうした自治体が独自支援を縮小するケースがあるとの問題提起があった。この点につ

いて、政府は「国で処遇改善を行う場合、地方単独事業で行う処遇改善施策を後退させ

ないように、自治体に対して働きかけを行っている」と説明する一方で、「究極的には自

治であるので、各自治体の考えでやっていただく」とし、各自治体独自の処遇改善策に

係る判断に、政府は最終的には関与できない認識を示した32。こうした背景も踏まえつ

つ、予算措置によって実際に保育士の賃金が増加するか、注視していく必要があろう。 

 

（２）対立がみられる生活保護の議論 

 生活保護制度をめぐる議論においては、運用体制の充実等に触れる意見があった一方、

納税者の立場から不公平感に対する指摘もあるなど、意見の対立がみられた。 

 平成 29 年度予算において、生活保護費負担金は２兆 8,803 億円となっており、国が生活

保護事業費の４分の３、地方が４分の１を負担している。この予算について、生活保護は

国の責任とする考え方から、全額国庫負担とする必要性について質疑があったが、塩崎厚

生労働大臣は「国が憲法に基づいて最低限度の生活の保障に大きな責任を負っていること

から、国の負担割合を高率の設定としているが、地方自治体も管内の住民の保護の実施に

ついて責任を負っており、一定割合を負担していただくべき」と答弁している33。 

 また、平成 29 年３月における生活保護の保護率は 1.7％（概数）となっているが、保護

率は「総人口に対する被保護実人員」で算出されており、実際に生活保護を必要としてい

る人をどの程度捕捉できているか、議論となった。この点、政府は「生活保護の申請が実

際になされなければ、保有する資産、親族からの扶養の可否、稼得能力の有無などの把握

が困難であるため、正確に把握することは困難」とし、捕捉率の把握は実施せず、その数

値目標も定めていないと説明している34。 

また、生活保護受給者に現場で直接接するケースワーカーが不足しており、この体制を

充実させる必要性について指摘があった。この点について政府は、人数面では「近年の生

活保護受給世帯の増加を踏まえ、地方交付税上の算定人数の増員を行っている」と述べ、

質の面では「中心的役割を担うケースワーカーの方等に対して研修を実施している」と説

明している35。 

                                                                                  
32 第 193 回国会衆議院予算委員会第五分科会議録第２号２、３頁（平 29.2.23） 
33 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第 12 号 19 頁（平 29.3.14） 
34 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第 12 号 19 頁（平 29.3.14） 
35 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第６号 14 頁（平 29.3.3） 
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一方、生活保護受給者に対する不公平感に関して、安倍総理は「例えば、生活保護水準

が国民年金の受給額より高く、不公平だという意見があることは承知している」との認識

を示し、具体的な取組として、「福祉事務所の調査権限を拡大し、課税状況や資産の調査を

徹底するなど、不正受給の発見、防止に努めている。また、自立を助長するという生活保

護の趣旨に沿って、就労に向けた支援にも取り組んでいる」と答弁している36。 

生活保護制度については、政府は平成 30 年度の基準見直しに向けて検討に着手してい

るが、本予算審議で指摘された課題への対応も含め、活発な議論が求められよう。 

 

５．教育費の財源をめぐる議論 

 平成 29 年度予算では、教育関係の予算として、無利子奨学金の拡充等（885 億円、前年

度当初予算比 0.5％増）や、給付型奨学金の創設（70 億円、新規）など、奨学金制度の充

実等が図られた。しかし、日本の教育機関に対する公財政支出の規模は、国際的に見て小

さいと指摘されることが多く（図表８）37、更なる教育予算の充実や財源の捻出策に関する

議論が行われた。 

 

図表８ 教育機関に対する公財政支出（対ＧＤＰ比）の国際比較 

 

 （注）初等教育から高等教育までの合計。 

（出所）ＯＥＣＤ“Education at a Glance 2016”より作成 

 

特に予算審議においては、教育に使途を限定した、教育国債の是非について議論があっ

た。公共投資によって道路などのインフラが後世代まで残るのと同様に、教育投資によっ

て人材という資産が残るとみることが、教育国債の考え方の背景にある38。具体的な教育投

資の効果に関する研究については、高等教育について、「一人の学生が大学を卒業するのに

                                                                                  
36 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 15 号 19 頁（平 29.2.24） 
37 なお、在学者１人当たり年間公財政教育支出（対国民１人当たりＧＤＰ比）は、ＯＥＣＤ諸国の中で、おお

むね平均的な水準となっている。 
38 ただし、国債発行対象経費の線引きは必ずしも容易でない。吉田太郎一『公債のはなし』（金融財政事情研

究会、1965 年）では、「極端な議論をすれば、戦争に勝つことこそ後の世代の国民の幸福につながるのだと

いう理由で、戦費を公債によって調達することが正当化されることすら考えられうる」と指摘されている。 
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必要な公的支援が約 250 万円に対し、納税等による財政への効果が約 600 万円」とする試

算や、就学前教育について、「学校教育上リスクが高いとされた子どもに対し、質の高い幼

児教育を提供した結果、将来の所得向上や生活保護受給率の低下等に寄与した」とする研

究が予算審議で挙げられた39。 

具体的な教育国債の実現方法としては、「財政法第４条を改正し、公共事業関係費の次に

教育関係費として、その細目については予算総則に加える」方法や、「出資金として処理す

る」方法について、有識者からの提案があった40。 

 教育国債の是非について、安倍総理は「人材への投資が将来的な経済効果をもたらすと

いう意味で、その財源を国債により確保してもよいのではないかとの発想によるものと承

知をしているが、今の世代が次の世代にツケを回すという意味で赤字国債と同じであると

いう見解もある」との認識を示した41。また、麻生財務大臣は「教育国債は償還財源のしっ

かりした当てがない」などと述べ42、否定的な考えを示した。 

 教育投資については、骨太方針 2017 において、「幼児教育・保育の早期無償化等に向け、

財政の効率化、税、新たな社会保障方式の活用を含め、安定的な財源確保の進め方を検討」

とされるとともに、「高等教育を含め、社会全体で人材投資を抜本強化するための改革の在

り方についても早急に検討すべき」とされ、教育国債についての言及はなかった。財源の

捻出策がいかなるものであれ、教育投資の効果を上げていくためには、量的な拡充のみな

らず、真に効果的な教育の在り方なども含めた、幅広い観点からの議論が必要となろう。 

 

６．国際社会における我が国の在り方 

（１）環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定の今後 

 2017 年１月 23 日、米国のトランプ大統領はＴＰＰ協定から離脱する大統領覚書に署名

した。ＴＰＰ協定は、全参加国が２年以内に議会承認などの国内手続きを終えられない場

合、ＧＤＰの合計が 85％以上を占める６か国以上が合意すれば発効できることとされてい

る43が、米国の離脱により発効が事実上不可能となり、予算審議においてもＴＰＰ協定の今

後について議論があった。 

日米首脳会談を控え、岸田外務大臣は「ＴＰＰ協定の戦略的、経済的意義を粘り強く働

きかけていくところから議論を始めていかなければならない」と述べた44。また、安倍総理

は日米の二国間交渉や、米国を除いた11か国での再交渉の可能性にも言及した45。そして、

2017 年２月 10 日の日米首脳会談後に、安倍総理は「トランプ大統領は嫌な顔一つせず、

ＴＰＰ協定の意義について耳を傾けてくれた。自由で公正な経済圏を作っていくことの意

義は理解をしていただいている」と会談内容に触れた上で、「二国間のＦＴＡを恐れている

                                                                                  
39 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第９号 13 頁（平 29.3.8） 
40 第 193 回国会衆議院予算委員会公聴会議録第１号 14 頁（平 29.2.21） 
41 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第５号（平 29.3.2） 
42 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第７号 40 頁（平 29.2.6） 
43 環太平洋パートナーシップ協定第 30.5 条２ 
44 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第１号 40 頁（平 29.1.30） 
45 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第５号 24 頁（平 29.2.2） 
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わけではない。それが日本の国益になることであればいい」と述べた46。 

その後、2017 年５月 21 日にベトナムにおいて、米国を除く 11 か国によるＴＰＰ協定の

閣僚会合が開催された。その点について、石原経済財政政策担当大臣は「日本が米国との

橋渡しを行う」と会合で発言したことを明らかにした上で、今後の見通しについて、「11 月

のＡＰＥＣの首脳会議までに完成させることが必要である。７月に首席交渉官会合を日本

で開く」と述べた47。我が国は米国を除いた 11 か国の中では、経済規模で突出しており、

議論の際には主導的な役割を担うことが求められよう。 

なお、我が国においてはＴＰＰ協定の発効を見据え、農林水産業の体質強化等に関して、

「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を実現するための予算として、平成 27 年度補正予算以降

で１兆 3,500 億円が計上されてきた。ＴＰＰ協定の発効が事実上不可能となったことを受

け、当該予算の必要性について疑問が呈されたが、石原経済財政政策担当大臣は「これま

で計上されてきた予算は全てＴＰＰ協定の発効を見据えたものであるが、協定の発効が条

件ではない予算であり、協定発効後に必要な予算は計上されていない」と説明し、安倍総

理は「ＴＰＰ協定を見据えた予算は、ＴＰＰ協定のみならず日・ＥＵのＥＰＡなど経済連

携が広がっていく中で、日本の農業の経営が立ち行くように支援し、また海外進出できる

ような体質にしていく意味で、必要な予算である」とその意義を述べた48。 

 

（２）防衛関係費の規模に関する議論 

予算審議においては、我が国を取り巻く厳しい安全保障環境を背景に、防衛関係費の対

ＧＤＰ比の観点も含め、防衛関係費の在り方について議論となった。各国の経済規模に対

する国防費の規模を示す国防費の対ＧＤＰ比は、日本は１％程度であるが、主要国の多く

は１％を超える水準となっている（図表９）。 

 

図表９ 日本と諸外国の国防費対ＧＤＰ比（2016 年度） 

 
（出所）防衛省「参議院予算委員会提出資料」より作成 

 

 我が国の防衛関係費は、いわゆる「対ＧＮＰ１％枠」49がかつて存在したが、昭和 62 年

度予算以降では廃止されている。この点について、安倍総理は「現在、対ＧＤＰ比１％枠

はないが、大体１％で推移しているのは事実」と述べている50。そして、稲田防衛大臣は防

衛関係費の対ＧＤＰ比に対する考え方について、「防衛関係費の在り方を対ＧＤＰ比と機

                                                                                  
46 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第 11 号９頁（平 29.2.14） 
47 石原内閣府特命担当大臣記者会見要旨（平成 29 年５月 23 日）<http://www.cao.go.jp/minister/1608_n_i

shihara/kaiken/2017/0523kaiken.html>（平 29.6.12 最終アクセス） 
48 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第２号 28 頁（平 29.1.31） 
49 「当面の防衛力整備について」（昭和 51 年 11 月５日閣議決定）において、「防衛力整備の実施に当たっては、

当面、各年度の防衛関係経費の総額が当該年度の国民総生産の 100 分の１に相当する額を超えないことをめ

どとしてこれを行うものとする。」とされている。 
50 第 193 回国会衆議院予算委員会議録第５号 41 頁（平 29.2.2） 

国名 日本 米国 ドイツ 英国 フランス イタリア カナダ ロシア 中国

対GDP比（％） 0.9 3.3 1.1 1.8 1.8 1.1 0.9 4.0 1.3
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械的に結びつけることは適切ではない」とし51、安倍総理は「ＧＤＰの１％以内に防衛関係

費を抑える考え方はない」と答弁している52。 

 我が国の防衛関係費を考える際に、中期防衛力整備計画（平成 25 年 12 月 17 日閣議決

定。以下「中期防」という。）において、平成 26 年度から 30 年度までの５か年で防衛関係

費をおおむね 23 兆 9,700 億円程度の枠内としている点に、留意する必要がある。政府は現

状の防衛関係費の増加ペースを、「安倍政権で策定した防衛大綱や中期防に基づいて、実質

平均 0.8％ずつ伸ばしている」と説明している53。そして、北朝鮮等を含め我が国の防衛環

境が厳しさを増している中、防衛予算を拡充するため、現行の中期防を期中で見直す考え

の有無については、「見直しを直ちに行う必要があるとまでは考えていないが、我が国を取

り巻く安全保障環境が一層厳しさを増す中で、防衛力の在り方については不断に検証を

行っていくことが重要」と答弁している54。 

 

７．まとめ 

 我が国の財政状況は、ＰＢを見ても債務残高対ＧＤＰ比を見ても、厳しい状況にあると

言える。その中でも、財政健全化に向けた議論がある一方で、積極財政の議論も盛んになっ

ている。 

 積極財政の議論が盛んに行われる一因として、現下の低金利環境が挙げられよう。先述

したような日銀の金融政策によって、長期金利を０％程度で推移させることとなっており、

国債金利が財政状況のシグナルを必ずしも示さない環境になっていると言える。いわゆる

「シムズ理論」や教育国債の議論などが活発化することや、財政健全化の議論において、

債務残高対ＧＤＰ比が重視されることの背景の一つとして、こうした低金利環境があると

言えよう。 

しかし、現下の環境が永続するとは限らない。低金利環境からの転換は、日銀の金融政

策の変更が鍵となるが、黒田日銀総裁は出口戦略を意識した発言を徐々に増やしている55。

足元では物価の伸び悩みが続いているため、近いうちに出口戦略に向かう可能性は必ずし

も高くないものの、低金利環境を所与のものとしない経済財政運営が必要となろう。 

 また、予算審議を通じて、財政健全化への道のりの険しさが改めて鮮明になる一方で、

様々な政策分野における財政需要も浮き彫りとなっている。財政健全化への取組を推進し

ていく一方で、必要な政策分野への予算を重点的に措置していくことも求められ、引き続

き経済再生と財政健全化の間で難しい舵取りが求められよう。 

 

（のうち しゅうた） 

 

                                                                                  
51 第 193 回国会参議院外交防衛委員会会議録第７号５頁（平 29.3.22） 
52 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第５号（平 29.3.2） 
53 第 193 回国会参議院予算委員会会議録第４号 13 頁（平 29.3.1） 
54 第 193 回国会参議院外交防衛委員会会議録第７号 10 頁（平 29.3.22） 
55 日本銀行「総裁定例記者会見要旨」（平成 29 年４月 28 日）等 


